
 

 

 

 

 

 

 

新かがわ中小企業応援ファンド等事業助成金交付細則 

（競争力強化研究開発支援事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益財団法人かがわ産業支援財団



新かがわ中小企業応援ファンド等事業助成金交付細則 

（競争力強化研究開発支援事業） 

 

（趣旨） 

第１条 新かがわ中小企業応援ファンド等事業助成金（以下「助成金」という。）の交付事業の対象

事業のうち競争力強化研究開発支援事業（以下「助成事業」という。）については、新かがわ中小

企業応援ファンド等事業要領（以下「要領」という。）に定めるもののほか、この細則の定めると

ころによる。 

 

（交付の目的） 

第２条 県内中小企業者が取り組む付加価値の高い新製品の製品化や新技術の確立のための研究開

発等に助成することにより、中小企業者の競争力の強化を図り、もって地域経済の活性化に資する

ことを目的とする。 

 

（助成対象事業者等） 

第３条 助成対象事業者は、要領第７条第２項に定めるもののうち、別表１の助成対象事業者欄に掲

げるものとする。 

２ 助成対象経費は、別表１の助成対象経費欄に掲げるもののうち、公益財団法人かがわ産業支援財

団（以下「財団」という。）が必要かつ適当と認めるものについて、予算の範囲内において交付す

る。ただし、当該経費に係る消費税及び地方消費税相当額を除くものとする。 

３ 助成事業の期間は、最長で当初の交付決定年度の翌年度の３月３１日までとする。 

 

（助成金の交付決定額） 

第４条 助成金の交付決定額は、交付の対象となる経費で助成事業者が助成事業を実施するのに要

する経費の３分の２以内であって、かつ、５０万円以上３００万円以下とする。ただし、算出され

た額に１千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第５条 要領第９条第１項第６号に規定する財団の定める期日は、助成金の交付決定通知を受けた

日から２０日以内とし、助成事業者は申請の取下げをする旨を記載した書面を財団に提出しなけ

ればならない。 

 

（助成事業の内容又は経費の配分の変更） 

第６条 要領第９条第１項第４号イ及びハに規定する財団が定める軽微なものとは、次のいずれか

に該当する場合とする。 

一 助成事業に要する経費の配分のうち、別表１の助成対象経費の各経費区分間でいずれか低い額

の２０％以内の変更をする場合 

二 助成の目的及び助成事業の能率に影響を及ぼさない範囲の変更、その他助成事業の細部の変更



をする場合 

 

（事業状況報告） 

第７条 助成事業者は、原則として、９月３０日現在における助成事業の遂行状況について、要領第

９条１項第８号による事業状況報告を翌月１５日までに財団に提出しなければならない。ただし、

財団が認めた場合はこの限りでない。 

 

（実績報告） 

第８条 助成事業者は、助成事業が完了したときには、助成事業が完了した日から１０日以内に要領

第９条第１項第１１号に規定する助成事業実績報告書を財団に提出しなければならない。 

２ 要領第９条第１項第１０号の規定による助成事業の廃止の承認を受けた助成事業者は、要領第

９条１項第１１号に規定する助成事業実績報告書を財団に提出することができる。 

 

（助成金の額の確定） 

第９条 財団は、前条により実績報告の提出を受けた場合、報告書等の書類の審査、必要に応じて行

う現地調査等により、助成事業の成果が助成金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合

するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき助成金の額の確定をし、

助成事業者に対して通知する。  

２ 助成金の額の確定は、交付の対象となる経費で助成事業者が助成事業を実施するのに要する経

費の３分の２以内であって、かつ、１千円以上交付決定額以下とする。ただし、算出された額に１

千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

 

（助成金の支払い） 

第１０条 財団は、前条により交付すべき助成金の額の確定をしたのち、助成金を助成事業者に対し

支払うものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第１１条 助成金交付決定の取消しについては、要領第１０条第１項第１５号に定めるもののほか、

次の各号のいずれかに該当する場合においても、交付決定の全部または一部を取消すことができ

る。 

一 助成事業を遂行する見込がなくなったとき。 

二 助成事業を廃止したとき。 

 

（納付期限） 

第１２条 要領第９条第１項第１６号イに規定する納付期限は、助成金の返還命令のなされた日か

ら１０日以内とする。 

 

（加算金及び延滞金） 

第１３条 要領第９条第１項第１７号及び第１８号に規定する加算金及び延滞金に関し財団が定め

る割合は、年１０．９５％とする。 

２ 要領第９条第１項第１７号の規定により加算金を納付しなければならない場合において、助成



事業者の納付した金額が返還を命ぜられた助成金の額に達するまでは、その納付した金額は、当該

返還を命ぜられた助成金の返還に充てられたものとする。 

 

（財産管理等） 

第１４条 要領第９条第１項第１９号に規定する財団が定める財産は、１件あたりの取得価格又は

効用の増加価格が５０万円以上の機械及び重要な器具等とする。 

２ 要領第９条第１項第１９号に規定する財団が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定められている耐用年数に相当する期間とする。なお、

研究開発に係る機械及び重要な器具等については、同省令別表第６の開発研究用減価償却資産の

耐用年数表に定める耐用年数に相当する期間とする。 

３ 助成事業者は、前項に規定する期間中において、第１項に規定する取得財産等を処分しようとす

るときは、要領第９条第１項第１９号の規定に基づきあらかじめ様式第１号による取得財産の処

分承認申請書を財団に提出し、その承認を受けなければならない。 

４ 前項の場合において、財団は、当該取得財産等が第２項に規定する期間を経過している場合を除

き、助成事業者が取得財産等の処分をすることにより収入があるときは、その収入の全部又は一部

を納付させることができる。ただし、助成事業者が助成事業の成果を活用して実施する事業に使用

するために取得財産等を転用する場合、あらかじめ様式第２号による取得財産の処分承認申請書

を財団に提出し、その承認を受けたときは、納付を免除するものとする。 

５ 財団は、前２項の承認をする場合において、必要な条件を付することができる。 

６ 助成事業者は、助成事業が完了した後も、取得財産等を善良な管理者の注意を持って管理しなけ

ればならない。 

７ 助成事業者は、取得財産等について、様式第３号による取得財産等管理台帳を備え、管理しなけ

ればならない。 

 

（添付書類） 

第１５条 助成金の交付申請等に係る添付書類は、要領に規定するもののほか、別表２のとおりとす

る。 

 

（補則） 

第１６条 この細則に定めるもののほか、必要な事項は、財団が別に定める。 

 

 

附 則 

この細則は、平成２９年１１月２１日から施行する。 

 

附 則 

この細則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この細則は、令和４年１２月５日から施行する。ただし、この細則の施行前に当初の交付決定がな

された助成事業については、なお従前の例による。 



別表１ 

※１：販路開拓費の合計額は、助成対象経費の合計額の 50％未満とする。 

※２：直接人件費の助成対象経費は、研究開発費の合計額の 50％未満とする。 

※３：旅費の助成対象経費は、研究開発費及び販路開拓費を合わせて 20万円未満とする。 

 

助成対象

事業者 

助成対象経費 

付加価値の高い新製品の製品化や新技術の確立のための研究開発及びこれらに伴う

販路開拓事業等に要する経費であって、次に該当するもの。 

経費

区分 
費目 内容 

要領第７

条第２項

に規定す

る中小企

業者 

研究 

開発 

費 

ア 原材料・消耗

品費 

・本事業における研究開発に直接使用する原材料、副資材

及び消耗品の購入に要する経費 

イ 機械装置・工

具器具費 

・専ら本事業における研究開発のために使用される機械装

置及び工具器具の購入、製作、借用、改良、修繕、保守

又は据付けに要する経費 

ウ 試験検査費 ・本事業の実施に必要となる試験、検査及び分析に要する

経費 

エ 知的財産権等

関連経費 

・本事業で開発する製品及び技術に関する特許権等の知的

財産権等の取得に要する弁理士の手続代行費用、外国特

許出願のための翻訳料等の知的財産権等取得に関連する

経費 

・本事業の実施に必要な知的財産権等の導入に当たり当該

権利の所有者等に支払われる経費 

オ  直接人件費

（※２） 

・本事業における研究開発に直接従事した者（従業員以外

の役員を含む。）の直接作業時間に対して支払われる経費

（従事者の時間給に直接作業時間を乗じた額とし、時間

給額は各事業所の雇用規程に定める額とする。） 

カ 委託・外注費 ・本事業における研究開発の実施に必要な業務の一部（自

ら実行することが困難なものに限る。）を第三者に委託

（委任）・外注するために支払われる経費 

キ 専門家謝金 ・本事業の実施のために依頼した専門家に支払われる謝金 

ク 旅費（※３） ・本事業の実施のために依頼した専門家に係る旅費 

・本事業の実施のために必要な出張を行った従業員及び役

員に係る旅費 

販路 

開拓 

費 

（※ 

１） 

ケ 市場調査費 ・本事業の実施に必要な競合技術等の動向及びユーザーニ

ーズの調査に要する経費 

コ 展示会等出展

費 

・本事業で開発する製品及び技術に係る展示会等への出展

又は商談会への参加に要する経費 

サ 広告宣伝費 ・本事業で開発する製品及び技術に係る広告宣伝に要する

経費 

シ 専門家謝金 ・本事業の実施のために依頼した専門家に支払われる謝金 

ス 旅費（※３） ・本事業の実施のために依頼した専門家に係る旅費 

・本事業の実施のために必要な出張を行った従業員及び役

員に係る旅費 



別表２ 

適用条項 様式 添付書類 

要領第９条第１

項第１号 

助成金交付申

請書（様式第１

号） 

ア 事業実施計画書（別紙１） 

イ 直近の納税証明書 

 Ａ 香川県税：「香川県の行う入札参加資格審査等申請用」

の納税証明書 

 Ｂ 消費税及び地方消費税：「その３ 未納税額のない証明

用」の納税証明書 

ウ 事業実態の確認書類 

 【法人の場合】 

 Ａ 法人登記の現在事項証明書又は履歴事項全部証明書 

 Ｂ 直近３期分の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、製造

原価報告書、販売費及び一般管理費の明細） 

 【個人事業主の場合】 

 Ｃ 住民票の写し又は住民票記載事項証明書 

Ｄ 個人事業の開業届出書の控えの写し 

Ｅ 直近３か年の確定申告書（第一表、 

第二表、白色申告の場合は収支内訳書（１・２面）、青色

申告の場合は所得税青色申告決算書（１～４面））の写し 

エ 申請した事業内容について、中小企業等経営強化法に基

づく経営革新計画の承認を香川県から受けている場合、香

川県に提出した経営革新計画に係る承認申請書一式の写し

及び香川県からの承認通知書の写し 

オ 誓約書（別紙２） 

カ チェックリスト（別紙３） 

要領第９条第１

項第２号 

助成金交付決

定通知書（様式

第２号） 

 

要領第９条第１

項８号 

事業状況報告

書（様式第３

号） 

ア 支出明細書（別紙４） 

要領第９条第１

項第９号 

助成事業の内

容の変更承認

申請書（様式第

４号） 

ア 経費配分書（別紙５） 

要領第９条第１

項第１１号 

助成事業の実

績報告書（様式

第６号） 

ア 結果報告書（別紙６） 

イ 支出明細書（別紙４） 

ウ 直接人件費明細書（別紙７）※助成対象経費として請求し

ている場合 

 



様式第１号（第１４条関係） 

  年  月  日 

 

 公益財団法人かがわ産業支援財団 

理事長        様 

 

 

所 在 地 

                                  名   称            

代表者（法人にあっては、代表者の職・氏名） 

 

  年度新かがわ中小企業応援ファンド等事業助成金のうち 

競争力強化研究開発支援事業に係る取得財産の処分承認申請書 

 

 

      年  月  日付け    第   号で交付決定通知のあった上記助成事

業に関し、下記の財産を処分したいので、新かがわ中小企業応援ファンド等事業要領第９条

第１項第１９号の規定に基づき承認を申請します。 

 

記 

 

１ 取得財産の品目及び取得年月日 

 

２ 取得価格及び時価 

 

３ 処分の方法 

 

４ 処分の理由 

  



様式第２号（第１４条関係） 

  年  月  日 

 公益財団法人かがわ産業支援財団 

理事長     様 

 

所 在 地 

名   称 

代表者（法人にあっては、代表者の職・氏名） 

 

年度新かがわ中小企業応援ファンド等事業助成金のうち 

競争力強化研究開発支援事業に係る成果を活用して実施する 

事業に使用するための取得財産の処分承認申請書 

 

   年  月  日付け    第   号で交付決定通知のあった上記助成事業に関し、下記

の財産を処分したいので、新かがわ中小企業応援ファンド等事業要領第９条第１項第１９号及び新

かがわ中小企業応援ファンド等事業助成金交付細則（競争力強化研究開発支援事業）第１４条第４項

ただし書の規定に基づき承認を申請します。 

 

記 

 

１ 取得財産の品目、取得年月日、取得価格及び時価 

  別添１「取得財産処分承認申請内容説明書」のとおり 

２ 処分の方法 

  転用（成果活用型生産転用） 

３ 処分の理由 

  助成事業の成果を活用して実施する事業に転用するため 

４ 誓約書 

  別添２のとおり 

 

  



別添１ 

 

取得財産処分承認申請内容説明書 

 

１ 処分する取得財産について 

財産の 

品目 
数量 

取得価額 

（税抜） 

時価 

（税抜） 
取得年月日 

配置予定場所 

（転用後） 

  円 円   

 

２ 取得財産の用途について 

  取得財産を使用して製造する予定の製品名及び製造工程等は以下のとおり。 

製品名  

製造工程等 ①取得財産を導入する製造工程 

 

 

 

 

 

 

 

②助成事業の成果をどのように活用するか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別添２ 

 

                                                 年 月 日 

 

 公益財団法人かがわ産業支援財団 

理事長        様 

 

 

                       所 在 地 

名   称            

代表者（法人にあっては、代表者の職・氏名） 

 

 

誓 約 書 

 

 

  取得財産の処分承認申請書の提出に当たり、下記事項を遵守することを誓約します。 

 

 

 

記 

 

１   年度新かがわ中小企業応援ファンド等事業助成金のうち競争力強化研究開発支援事業によ

り取得した財産は、当該助成事業の成果を活用して実施する事業にのみ転用します。 

 

２ 新かがわ中小企業応援ファンド等事業助成金交付細則（競争力強化研究開発支援事業）第１４

条第２項に定める期間中に当該取得財産について転用以外の処分をする場合には、改めて承認申

請を行います。 

 

 

  



様式第３号（第１４条関係） 

 

 

取得財産等管理台帳（  年度） 

 

 

財産名 規格 
単

位 
数量 

 

単価 

(円) 

 

 

金額 

(円) 

 

取 得 

年月日 
保管場所 備考 

         

         

         

         

         

 

（注）１ 対象となる取得財産等は、取得価額又は効用の増加価格が税抜５０万円以

上の財産とする。 

２ 数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる 

場合は、分割して記載すること。 

３ 取得年月日は、検収年月日を記載すること。 

 


